
 

 



Ⅰ 新機軸の政策背景：世界的な産業政

策の活発化と日本経済の低迷

近年，世界的に，中国はもとより，元来，産

業政策に批判的であったアメリカやヨーロッパ

においても，産業政策に積極的に取り組むよう

になっている。例えば，アメリカでは，中国の

台頭も念頭に，CHIPS（チップス）法やイン

フレ削減法に基づいて，半導体や EVなどに大

規模かつ長期の政府支援を展開している。欧州

においても，自地域でのサプライチェーン強化

と気候変動対策のために，グリーンディール産

業計画に基づき，各国におけるグリーン産業の

補助金規制の緩和といった事業環境整備を推進

している。

こうした各国における産業政策活発化の背景

には，世界での不確実性の高まりがある。国際

経済秩序の不安定化，技術革新の加速化，気候

変動など地球規模の課題に対する各国政府の政
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経済産業政策の新機軸
：社会課題解決を成長の

エンジンへと転換する

経済産業省では 2021 年から，GX や DX などの社会課題解決を成長のエンジンと位置づけ，大規模・長

期・計画的に官も一歩前に出て取り組んでいく，積極的な産業政策を「経済産業政策の新機軸」として推進し

てきた。

こうした，積極的な産業政策も背景として，日本経済には，足下，投資や賃上げなどに前向きな変化の兆し

がみられつつある。この変化の兆しを確実なものとするためにも，積極的な産業政策をさらに展開し，継続す

る観点から，経済産業省では，本年 4月に経済産業政策新機軸部会第 3次中間整理案を公表した。中間整理

案では，日本の将来見通しを官民で共有することで経済界や国民の前向きな挑戦を後押していくことを狙いと

して，「新機軸」の政策の延長線上で，十分実現可能な企業の繁栄や国民の豊かさを示した 2040 年頃の将来

見通しを提示し，この将来見通しに沿いつつも，現下の経済情勢に対応して必要となる施策案についても提示

している。

本稿では，「経済産業政策の新機軸」の政策背景とその内容，また今足下で起こっている日本経済の潮目の

変化，そして今後に向けての取組として，直近公表した第 3次中間整理案の内容について，概説することと

したい。



策関与の不確実性の高まりにより，これまでビ

ジネスが前提としてきたものが変化しており，

民間企業だけでは将来を見通した大胆な投資が

難しいため，産業政策の必要性が高まっている

と考えられる。

一方，日本国内に目を向けると，1990 年代

以降，日本経済はいわゆる「失われた 30 年」

と呼ばれる状況が続いてきた。この 30 年間の

中で，日本では，デフレマインドが広がり，企

業の国内の期待成長率も低下した。企業経営も

雇用維持が重視され，全体として，企業は既存

事業のコストカットと海外投資に注力し，国内

投資は 30 年間大きく停滞，新事業創出に向け

ての国内での大胆な投資は行われなかった。こ

うして，企業が足下の利益の確保のために，賃

金や成長の源泉である国内投資を抑制したこと

が，結果として，消費の停滞や物価の低迷，さ

らには経済成長の抑制につながってきたと考え

られる。政府も，新自由主義的な考えの下で，

民間の制約を取り除く市場環境整備策が取組の

中心となり，市場環境整備そのものは必要な取

組であったものの，新たな価値創出に向けた取

組が，結果として不十分になったことは否定で

きない。

Ⅱ 新機軸の狙いと足下の潮目の変化

こうした内外の状況に対応すべく，経済産業
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図1 世界の政策不確実性指数の高まり

（出所）https://www.policyuncertainty.com/

https://www.imf.org/ja/News/Articles/2021/01/19/blog-what-the-continued-global-uncertainty-means-for-you に一部加筆



省では 2021 年より，伝統的な特定産業振興・

保護とも，相対的に政府の関与を狭める構造改

革（新自由主義的）アプローチとも異なり，

GX，DX，経済安保など社会課題解決に向け

て，政府も一歩前に出て産業政策を強化する取

組を，「経済産業政策の新機軸」と称して始動

した。

具体的には，世界全体で取り組むべき社会課

題の解決を成長のエンジンと捉え，政府も一歩

前にでて大規模・長期・計画的に，予算・税

制・規制・標準化等のあらゆる政策を総動員す

ることで，企業の予見性を高め，わが国で停滞

している民間の成長投資を拡大し，社会経済課

題解決と経済成長の二兎を追うことを目指す

「ミッション志向の産業政策」と，これらの

ミッション達成に横断的に必要な「経済社会シ

ステムの基盤の組替え（OS）」を 2本柱として

いる。

社会課題解決は，民間市場だけでは進みにく

いが，世界全体での大きなニーズに基づく大規

模な市場を創出する可能性を有し，その市場を

捉えることが日本の経済成長の好機になる。こ

うした考えの下，政府が一歩踏み込んで政策措

置を行うことで，こうした分野における潜在需

要を掘り起こしつつ，これに向けた供給力強化

を官民連携で図るというアプローチで，民間が

直面する不確実性を低減して予見性を高め，賃

金や成長の源泉となる社会課題解決型の国内投

資を後押しすることが，「新機軸」の主眼であ

る。
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図2 世界の産業政策の状況



実際，ここ数年，経済産業省は「新機軸」に

基づいて，積極的な産業政策を展開してきた。

例えば，GX 推進法による 20 兆円規模の先行

投資支援等の成長志向型のカーボンプライシン

グ構想の進展，改正 5G 法に基づく半導体分野

への支援の強化，スタートアップ 5カ年計画の

策定と実行，リスキリングへの 1兆円支援など

である。また，2023 年 6 月の第 2 次中間整理

では，第 1次中間整理の基本的考え方を更に発

展させ，国内投資とイノベーションと所得向上

の好循環を実現することを位置づけた。こうし

た流れの中で，産業政策の強化は政府全体への

取組へと拡大し，岸田総理の下，「国内投資拡

大のための官民連携フォーラム」が数次にわた

り開催され，日本経済団体連合会から示された

「2027 年度国内投資 115 兆円」という目標の実

現に向け，官民ともに取り組むことが合意され

るとともに，政府における，11 府省庁 200 強

の施策を取りまとめた「国内投資促進パッケー

ジ」等に結実した。

政府の積極的な産業政策も背景に，地政学的

リスクの拡大や人口減少を背景とした構造的人

手不足といったマクロ環境の変化も相まって，

日本経済には足下，投資と賃金を中心に 30 年

ぶりの変化の兆し，「潮目の変化」が生じてい

る。国内においては，国内投資が 2年前から拡
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図3 失われた30年と日本企業

（注）全業種（金融・保険業除く），資本金 10 億円以上の企業の集計。

設備投資＋無形資産投資には，土地を除く有形固定資産，ソフトウェア，ソフトウェアを除く無形固定資産（のれん，特許権

等）が含まれる。

無形資産投資は，ソフトウェアとソフトウェアを除く無形固定資産について，当該年度の固定資産残高から前年度の固定資産

残高を差し引いた値として算出している。

（出所）財務省「法人企業統計調査」



大が続き 100 兆円規模と 30 年ぶりの高水準，

また賃金も今年の賃上げ率は第 4回集計時点で

5.17％と高水準を示している。

この足下の「潮目の変化」は，「投資も賃金

も物価も伸びる成長型経済」に移行し，これを

長期的に持続化させていく千載一遇のチャンス

であり，これを確実なものとするためには，前

向きな挑戦の中で，日本を新しい経済社会に構

造転換していく必要がある。

Ⅲ 直近の取組

この現状認識の下，経済産業省では，「新機

軸」の直近の取組として，4 月の第 22 回経済

産業政策新機軸部会にて，第 3次中間整理案を

提示した。

第 3次中間整理案では，成長型経済への確実

な移行のために，国内に広がる，人口減少を起

点とした将来悲観を払拭し，企業や個人の長期

目線で前向きな挑戦の後押しと日本の将来期待

の醸成を図ることを目的として，2040 年頃を

想定した一人一人が豊かになれる日本の将来見

通し（シナリオ）と，そこに至るにあたって第

2次中間整理以降取り組んできた施策の進捗状

況，今後検討が必要となる施策を取りまとめて

いる。

このうち将来見通しにおいては，①国際経済

秩序の変化，②世界的な人口動態の転換を，時

代の転換にあたる大前提と位置づけた上で，こ

うした転換を踏まえて世界の需要構造・供給構
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図4 「新機軸」のミッションとOS



11世界経済評論 2024年7月8月号

経済産業政策の新機軸：社会課題解決を成長のエンジンへと転換する

図5 足下の投資と賃上げの状況

図6 一人当たりで見れば，人口減は経済成長と弱い逆相関

（注）（左）2000〜2022 年の PPP データが得られる人口 100 万人以上の国（除くUAE）をプロットし，OECD加盟国を表示。

（出所）（左）World Bank，（右）内閣府「県民経済計算」，総務省「住民基本台帳に基づく人口，人口動態および世帯数」

(注) 1980 年〜1993 年までは 2015 年基準支出側 GDP 系

列簡易遡及値を利用。

(出所）内閣府「国民経済計算」「政府経済見通し」，令和

５年 4月 6 日「国内投資拡大のための官民連携フォー

ラム」経団連十倉会長提出資料を基に作成。

※ 1：調査対象は，連合加盟企業の組合。中小企業は，組合員

数 300 人未満の中小組合。

※ 2：賞与等を含まない月例賃金ベース。平均賃金方式（集計

組合員数による加重平均）の集計。

※ 3：1990 年〜2023 年については最終回答集計結果。2024 年に

ついては第５回回答集計結果であり，今後数字が変動する

可能性がある。

（出典）日本労働組合総連合会「春季生活闘争回答集計結果につ

いて」



造がどのようになり，そのなかで日本の事業が

どのような位置づけとなっているか，という観

点を中心にシナリオを記述している。世界の需

要は，①社会課題解決，②データドリブンとい

う二つを起点に，潜在的なニーズが掘り起こさ

れ，新たな価値が顕在化していく。これに対し

供給側もそれにあわせたビジネス構造へと転換

すること，それを後押しするための産業政策が

世界的に継続していくことを位置づけている。

こうした世界全体の構造の中で，日本経済は産

業構造全体として①世界を相手に日本から勝負

して稼ぐ「世界の創造拠点」になること，②国

内において一人一人の「生活の質を高める挑戦

をする」ことにより，「人口増が牽引する需要

総量の強さ」ではない，生み出される価値の高

さを魅力として，国内外の企業の誘致・投資，

個人消費を生み出す構造になっていく。その結

果，人口減少下でも一人一人が豊かな日本とな

る。前者においては，世界的に需要が拡大する

GX，DX などの社会課題解決領域で，国内か

ら，世界の市場に打って出ていける良い製品・

サービスを生み出し，世界で勝負し，稼いだ富

が国内に還流し，次の技術革新が生み出される

という好循環が起きる。また，日本のサービス

現場の力を，デジタル・自動化で増大させ，

個々のニーズに対応した細やかなサービスを，

少ない人手で提供し，国民の生活の質を高め，

快適なものへと発展させていける。

こうした経済を実現するにあたって，企業・

国民・政府にマクロレベルで求められるチャレ

ンジとして国内投資の継続的な拡大やイノベー

ションエコシステムの強化，賃上げを続け従業

員に生きがいを提供すること，政府として産業

政策を継続することなどを掲げた。そして中間

整理の後半のパートにおいてこれらチャレンジ

を前へと進めるための主要施策を位置づけてい

る。

30 年かけて根付いてしまった物価も賃金も

上がらないと考える見方や将来への悲観は，足

下 2年の動きだけで簡単に払拭できるものでは

ない。ここで気を緩めてチャンスを逃し，元の

木阿弥にならぬよう，ここからが正念場であ

る。この認識の下，第 3次中間整理を通じて，

経済産業省として将来の「飯の種」を生み出す

社会課題解決型の国内投資を後押しするため，

積極的な産業政策をさらに展開・継続し，将来

への予見可能性も高めていくという強い決意を

お示ししている。
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